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統一的な基準による財務書類の概要 

地方公共団体の会計は，単年度の現金収支を管理する「現金主義会計・単式簿記」が採用されてい

ますが，現金収支では，資産・負債の状況や減価償却費などの情報が明らかになりません。そこで，

「発生主義会計・複式簿記」による決算状況を明らかにするため，統一的な基準による令和２年度財

務書類を作成しましたので，その概要をお知らせします。

１ 財務書類の概要 

財務書類は以下の４種類の書類で構成されています。

名 称 目 的 

貸借対照表 

（ＢＳ） 

年度末（３月３１日）時点における資産とその調達財源の状況を示したものです。表

は大きく左右に分かれており，左側に資産の状況（資産）を，右側に，その元手とし

て，主に他者から借りたもの（負債）と自己に帰属するもの（純資産）を表示してい

ます。貸借対照表は，その左右の合計額が必ず一致することから，バランスシートと

呼ばれます。 

行政コスト計算書 

（ＰＬ） 

年間の行政サービスに費やされた行政資源の額（コスト）を示したものです。人件費，

物件費，減価償却費等の経常行政コストから，行政サービスの対価として収入した使

用料や手数料を差し引いて，純粋な経常行政コストを示します。

純資産変動計算書 

（ＮＷ） 

貸借対照表の純資産の１年間の変動内容を示したものです。前年度末の純資産（期首）

から，純資産を減少させる純行政コストと増加させる地方税や国県補助金などの収入

などを増減して，期末の純資産を示します。

資金収支計算書 

（ＣＦ） 

資金（現金）の収支の状況を，業務活動収支，投資活動収支，財務活動収支の３つの

区分別に示したものです。
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２ 財務書類作成対象となる会計範囲

資産の状況や，その財源にあたる負債・純資産の状況，さらには行政サービスの提供に要した費

用や資金収支の状況等をより広い視点で明らかにするため，一般会計等に地方公営企業会計及び特

別会計を加えた「全体財務書類」，全体財務書類に芦屋市と関連のある一部事務組合を連結した「連

結財務書類」をあわせて作成します。

区分 会計・団体 

連

結

芦
屋
市
全
体

一
般
会
計
等

一般会計 

公共用地取得費特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

都市再開発事業特別会計 

駐車場事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

水道事業会計 

病院事業会計 

下水道事業会計 

阪神水道企業団 

兵庫県後期高齢者医療広域連合 

丹波少年自然の家事務組合 

（注1） 財産区会計は連結対象会計の対象外となります。 

３ 作成基準日等 

作成基準日は，会計年度末（３月３１日）とし，当該年度の出納整理期間（４月１日～５月３１日）

における出納については，作成基準日までに終了したものとして処理しています。

また，財務書類の数値は，表示単位で四捨五入しているため，合計金額が一致しない場合がありま

す。
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４ 財務書類（一般会計等） 

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 303,435,509 固定負債 57,631,084

有形固定資産 288,027,046 地方債 49,496,362

事業用資産 167,657,800 長期未払金 3,467,789

土地 119,984,743 退職手当引当金 4,610,814

立木竹 - 損失補償等引当金 56,118

建物 101,971,851 その他 -

建物減価償却累計額 △ 56,311,202 流動負債 5,047,144

工作物 2,351,411 1年内償還予定地方債 3,825,822

工作物減価償却累計額 △ 764,561 未払金 644,329

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 466,069

航空機 - 預り金 110,925

航空機減価償却累計額 - その他 -

その他 - 62,678,228

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 425,558 固定資産等形成分 313,365,906

インフラ資産 118,475,398 余剰分（不足分） △ 60,050,639

土地 99,576,596

建物 1,508,411

建物減価償却累計額 △ 796,121

工作物 73,187,089

工作物減価償却累計額 △ 55,347,046

その他 433,370

その他減価償却累計額 △ 433,370

建設仮勘定 346,469

物品 4,230,117

物品減価償却累計額 △ 2,336,269

無形固定資産 117,063

ソフトウェア 117,063

その他 -

投資その他の資産 15,291,399

投資及び出資金 15,575,414

有価証券 133,236

出資金 7,311,232

その他 8,130,946

投資損失引当金 △ 7,719,839

長期延滞債権 885,606

長期貸付金 2,005,310

基金 4,601,270

減債基金 -

その他 4,601,270

その他 -

徴収不能引当金 △ 56,362

流動資産 12,557,987

現金預金 2,354,795

未収金 283,014

短期貸付金 453,450

基金 9,476,948

財政調整基金 7,771,104

減債基金 1,705,844

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △ 10,220 253,315,268

315,993,496 315,993,496

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表
（令和3年3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

・令和２年度末時点において，一般会計等では３，１６０億円の資産，６２７億円の負債があり，

純資産は２，５３３億円となっています。

・純資産の部のうち，固定資産等形成分３，１３４億円は，これまで資産形成に充当した資源の蓄

積を示します。また，余剰分（不足分）は純資産のうち，金銭等の形態で保有している部分です

が，地方公共団体は地方債を発行して公共施設等のインフラを整備することが多いことや，退職

手当引当金の計上により，一般的にはマイナスになります（お金を借りている）。よって△６０１

億円は将来負担となるもので，直ちに行政サービスを滞らせるものではありません。
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（単位：千円）

経常費用 45,496,650

業務費用 20,569,311

人件費 8,486,125

職員給与費 6,166,482

賞与等引当金繰入額 466,069

退職手当引当金繰入額 366,707

その他 1,486,867

物件費等 11,156,506

物件費 7,807,120

維持補修費 257,611

減価償却費 3,091,775

その他 -

その他の業務費用 926,680

支払利息 386,548

徴収不能引当金繰入額 15,003

その他 525,130

移転費用 24,927,339

補助金等 14,484,947

社会保障給付 6,895,620

他会計への繰出金 2,625,702

その他 921,068

経常収益 2,415,572

使用料及び手数料 1,450,814

その他 964,758

純経常行政コスト　 43,081,077

臨時損失 296,181

災害復旧事業費 -

資産除売却損 117,477

投資損失引当金繰入額 178,704

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 15,853

資産売却益 52

その他 15,801

純行政コスト　 43,361,406

一般会計等行政コスト計算書
自　令和2年4月1日

至　令和3年3月31日

科目 項目説明金額

毎年度，継続的に発生する費用

職員の人件費

当年度12月から3月までの賞与相当額（翌年度に支払われる賞与）を計上

当年度に退職手当引当金として新たに繰り入れた額を計上

議員報酬や委員報酬等を計上

消耗品等の需用費・委託料・使用料等の消費的支出を計上

建物や道路等の機能維持のために要した修繕費等を計上

土地以外の固定資産について，当該年度に減価償却を行った金額
（資産の価値が減少した金額）

地方債及び一時借入金に係る支払利息等を計上

当年度に徴収不能引当金として，新たに繰り入れた額を計上
算式は「当年度徴収不能引当金-前年度徴収不能引当金+当年度不納欠損額」

過年度の市税還付金等を計上

各種団体等に交付した負担金，補助金，交付金等を計上

生活保護費や児童手当，医療費給付等，法令等に基づいて支出した経費を計上

国民健康保険事業・介護保険事業等の特別会計への繰出金

租税公課等を計上

毎年度，継続的に発生する収入

施設利用に係る使用料や証明書発行に係る手数料等の受益者負担を計上

基金の運用利息等上記以外の経常収益を計上

経常費用　-　経常収益　

資産の売却による収入が帳簿価格を下回る場合の差額及び除却した資産の除却
時の帳簿価額を計上

資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額を計上

純経常行政コスト　＋　臨時損失　-　臨時利益
行政コスト計算書で計算された受益者負担だけでは賄えなかったコストを計上

・令和２年度では，経常費用が４５５億円，経常収益は２４億円，行政サービスのために発生した

純経常行政コストは４３１億円となり，これに臨時損失を加え臨時利益を除いた純行政コストは

４３４億円となりました。

・令和２年度においては，特別定額給付金事業（事業費９６億円：全額国費で実施）等の新型コロ

ナウイルス感染症対策に要した経費により経常費用が増加したため，行政コストを悪化させてい

ます（P１１の受益者負担比率参照）。
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 250,831,748 309,686,653 △ 58,854,905

純行政コスト（△） △ 43,361,406 △ 43,361,406

財源 46,027,221 46,027,221

税収等 26,999,566 26,999,566

国県等補助金 19,027,655 19,027,655

本年度差額 2,665,815 2,665,815

固定資産等の変動（内部変動） 3,861,548 △ 3,861,548

有形固定資産等の増加 7,111,857 △ 7,111,857

有形固定資産等の減少 △ 3,212,435 3,212,435

貸付金・基金等の増加 2,362,672 △ 2,362,672

貸付金・基金等の減少 △ 2,400,545 2,400,545

資産評価差額 - -

無償所管換等 △ 182,295 △ 182,295

その他 - - -

本年度純資産変動額 2,483,520 3,679,253 △ 1,195,733

本年度末純資産残高 253,315,268 313,365,906 △ 60,050,639

一般会計等純資産変動計算書
自　令和2年4月1日

至　令和3年3月31日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

本年度差額　+　資産評価差額等

貸借対照表の純資産合計と一致

純資産変動計算書の主な項目に関する説明

項目説明

行政コスト計算書で計算された純行政コスト

純行政コストをどのように賄ったのかを表すため，市税，地方交付税や国県等補助金等
の財源をそれぞれ計上

市税，地方交付税及び地方譲与税

財源－純行政コスト

有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加等を計上

有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売却による減少等を計上

科目

貸付金の回収及び基金の取崩等による減少等を計上

有価証券等の評価差額等

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等を計上

貸付金・基金等の形成による保有資産の増加等を計上

・純行政コスト４３４億円に対して，税収等と国県等補助金の合計４６０億円等により，本年度差

額はプラスとなり，発生主義会計ベースでも財政的な収支均衡が図られています。

・純資産の内訳では，中学校建替工事の進捗や認定こども園の完成により，固定資産等形成分が３

７億円増加しています。
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【業務活動収支】

業務支出 42,445,383

業務費用支出 17,518,044
人件費支出 8,606,792
物件費等支出 8,065,355
支払利息支出 386,548
その他の支出 459,350

移転費用支出 24,927,339
補助金等支出 14,484,947
社会保障給付支出 6,895,620
他会計への繰出支出 2,625,702
その他の支出 921,068

業務収入 45,982,939

税収等収入 26,877,044
国県等補助金収入 16,714,242
使用料及び手数料収入 1,453,075
その他の収入 938,577

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 3,537,556

【投資活動収支】

投資活動支出 8,062,613

公共施設等整備費支出 6,909,772
基金積立金支出 880,288
投資及び出資金支出 199,053
貸付金支出 73,500
その他の支出 -

投資活動収入 3,079,295

国県等補助金収入 2,313,412
基金取崩収入 383,542
貸付金元金回収収入 380,566
資産売却収入 1,775
その他の収入 -

投資活動収支 △ 4,983,318
【財務活動収支】

財務活動支出 5,606,886

地方債償還支出 4,991,455
その他の支出 615,431

財務活動収入 7,782,017

地方債発行収入 7,782,017
その他の収入 -

財務活動収支 2,175,131

729,369

1,514,502

2,243,870

前年度末歳計外現金残高 109,538

本年度歳計外現金増減額 1,387

本年度末歳計外現金残高 110,925

本年度末現金預金残高 2,354,795

一般会計等資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

（単位：千円）

項目説明

本年度末資金残高

科目 金額

本年度資金収支額

前年度末資金残高

公共施設等整備に係る国県補助金等，土地等の固定資産
の売却収入，基金等の取崩し額等を計上

臨時的な収入

公共資産を整備するために支出した資金や，基金への積立
額等を計上

地方債の元金償還額等を計上

地方債の借入額等を計上

人件費，物件費等資産形成を伴わない日常的な行政サービ
スを行うために支出された資金を計上

人件費・物件費等に係る支出

団体への補助金・他会計への繰出金等

災害復旧費等の臨時的な支出

市税や地方交付税，行政サービスの対価としての受益者負
担等により，当年度中に収入された資金を計上

業務活動収支　+　投資活動収支　+　財務活動収支

本年度資金収支額　+　前年度末資金残高

貸借対照表の現金預金と一致
（本年度末資金残高　+　本年度末歳計外現金残高）

・業務活動収支は３５億円の黒字，投資活動収支は５０億円の赤字，地方債の借入・償還に係る財

務活動収支は２２億円の黒字となり，本年度資金収支額は７億円の黒字となりました。

・一般的に，地方自治体は経常的な収支の余剰（業務活動収支）を元手に，建設事業などの臨時的

な事業（投資活動）を行いつつ，地方債の償還（財務活動支出）を行い，必要に応じて地方債の

借入れ（財務活動収入）を行います。令和２年度は，経常的な活動では黒字ですが，中学校の建

て替えや認定こども園の新設など建設事業が多く，それに伴い借入れも増加しています。
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 ５ 指標による財務分析（一般会計等） 

（１）有形固定資産減価償却率 

償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を示すもので，資産の減価償却がどの程度

進んでいるかを指標化したものです。この比率が高いほど法定耐用年数が近づいていることを意

味します。公共施設等の除却・更新等により改善（低下）することから公共施設マネジメントを

行う上での目安の一つとなりますが，理論的な減価償却と物理的な老朽化の実態とは必ずしも一

致しないため，注意が必要です。 

令和２年度においては，中学校建替工事の進捗や認定こども園が完成したことにより有形固定

資産減価償却率は低下しました。 

（２）純資産比率 

資産総額に対する純資産の割合，すなわち，将来返済を要しない財源により資産を形成した割

合を示す指標で，この比率が高いほど将来世代の負担割合が軽いことを意味します。 

Ｒ２ Ｒ１ Ｈ３０ Ｈ２９ Ｈ２８ 計算式等

芦屋市
80.2％

( ) 

80.5％

( ) 

79.6％

( ) 

78.5％

( ) 
77.5％ 

純資産額÷資産総額

類似団体 ― 
71.7％

( ) 

71.6％

( ) 

71.0％

( ) 
72.4％ 

（３）歳入総額に対する資産比率 

歳入総額に対する資産総額の割合を算出することにより資産の形成度合いを測るもので，基準

日に形成されている資産総額に，何年分の歳入が充当されているかを把握することができます。 

令和２年度においては，新型コロナウイルス感染症対策として特別定額給付金事業等を実施し

た結果，歳入額が例年に比べ増加したため（指標の分母が大きくなったため），歳入総額に対する

資産比率が大きく低下しました。 

Ｒ２ Ｒ１ Ｈ３０ Ｈ２９ Ｈ２８ 計算式等 

芦屋市 
63.3％ 

( ) 

65.0％

( ) 

63.9％

( ) 

69.9％

(←) 
69.9％ 

減価償却累計額÷償却資産の取得

価額等（※） 

※有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋

減価償却累計額
類似団体 ―

61.6％

( )

60.8％

( )

61.6％

( ) 
60.3％ 
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Ｒ２ Ｒ１ Ｈ３０ Ｈ２９ Ｈ２８ 計算式等 

芦屋市 
5.4 年 

( ) 

7.4 年

( ) 

7.0 年

( ) 

6.2 年

( ) 
6.6 年 資産総額÷歳入総額（※）

※資金収支計算書の各区分の収入合計

＋前年度末資金残高類似団体 ― 
3.6 年

( ) 

3.7 年

( ) 

3.6 年

( ) 
3.9 年 

（４） 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

  当該年度の市債発行額を除いた歳入と地方債の元本返済・利子支払を除いた歳出との収支のこ

とをいいます。プライマリーバランスが均衡している場合は，経済成長率が長期金利を下回らな

い限り，持続可能な財政運営といえます。また，赤字の場合は，将来世代に負担を転嫁すること

になります。 

  令和２年度においては，上述のとおり中学校建替工事の進捗や認定こども園の完成が重なり，

投資活動支出が増加したことにより，基礎的財政収支は赤字となりました。 

Ｒ２ Ｒ１ Ｈ３０ Ｈ２９ Ｈ２８ 

芦屋市 
△562.5 百万円 

( ) 

3,939.7 百万

円( ) 

1,747.7 百万

円( ) 

337.4 百万円

( ) 

4,449.2 百万

円 

類似団体 ― 
383.4 百万円

( ) 

390.3 百万円

( ) 

172.8 百万円

( ) 
329.6 百万円 

計算式等 

業務活動収支（支払利息支出除く）+ 投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入除く） 

（５）受益者負担比率 

    行政サービスに要したコストに対して受益者が負担する使用料・手数料などの割合であり，受

益者が負担しない部分については，市税や地方交付税等により賄うことになります。 

令和２年度においては，新型コロナウイルス感染症対策として特別定額給付金事業等を実施し

た結果，経常費用が例年に比べ増加したため（指標の分母が大きくなったため），受益者負担比

率が大きく低下しました。 

Ｒ２ Ｒ１ Ｈ３０ Ｈ２９ Ｈ２８ 計算式等 

芦屋市 
5.3％ 

( ) 

8.5％ 

( ) 

8.7％ 

( ) 

8.9％ 

( ) 
8.7％ 

経常収益÷経常費用 

類似団体 ― 
4.6％ 

( ) 

4.6％

(←) 

4.6％ 

( ) 
4.7％ 
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（６）市民一人当たりの資産額及び負債額 

    資産額・負債額を市民一人当たりの金額にすることで，市の資産や負債の規模が分かりやすく

なるとともに，他団体との比較が容易になります。本市の市民一人当たりの資産額が類似団体と

比べて高いのは，土地の資産が多いことが大きな要因となっています。 

また，令和２年度においては，中学校建替工事の進捗や認定こども園の完成により資産額が増

えたため，市民一人当たりの資産額が増加していますが，一方で，当該資産の形成のため地方債

の借入れが増え，負債額も増加したため，市民一人当たりの負債額も増加しました。 

区分 Ｒ２ Ｒ１ Ｈ３０ Ｈ２９ Ｈ２８

市民一

人当た

り資産

額

芦屋市
330.5 万円 

( ) 

325.2 万円

( ) 

322.7 万円

( ) 

310.9 万円

( ) 
310.1 万円 

類似団体 ― 
146.0 万円

( ) 

142.8 万円

( ) 

142.1 万円

( ) 
151.2 万円 

計算式等

資産合計÷住民基本台帳人口

市民一

人当た

り負債

額

芦屋市
65.6 万円 

( ) 

63.3 万円 

( ) 

65.7 万円 

( ) 

66.7 万円 

( ) 
69.9 万円 

類似団体 ― 
41.3 万円 

( ) 

40.5 万円 

( ) 

41.3 万円 

( ) 
41.7 万円 

計算式等

負債合計÷住民基本台帳人口

＊住民基本台帳人口 各年度 1 月 1 日時点 R2:95,616 人，R1：95,776 人，H30：96,021 人，

H29：96,373 人，H28：96,246 人 
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６ 財務書類（全体貸借対照表）の概要 

一般会計等と地方公営企業会計及び特別会計を連結した芦屋市全体の財務書類（全体貸借対照表）

の概要は以下のとおりです。 

連結した会計 

（地方公営企業会計）水道事業，病院事業,下水道事業 

（特別会計）国民健康保険事業，都市再開発事業，駐車場事業，介護保険事業， 

後期高齢者医療事業 

全体貸借対照表のポイント 

   全体の資産合計は，３，６７９億円であり，純資産合計は一般会計等と比べて１２５億円増加 

しています。また，基準日における現金預金については，６３億円となり，資金不足は生じて 

いません。 

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 350,678,411 固定負債 94,091,113

有形固定資産 335,340,418 流動負債 7,977,096

事業用資産 172,220,595 102,068,209

インフラ資産 158,038,474 【純資産の部】

物品 5,081,349 固定資産等形成分 360,367,873

無形固定資産 139,725 余剰分（不足分） △ 94,524,381

投資その他の資産 15,198,268

流動資産 17,233,290

現金預金 6,262,347

その他 10,970,943 265,843,492

367,911,701 367,911,701

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額
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７ 財務書類（連結貸借対照表）の概要 

連結財務書類は，芦屋市全体の財務書類に，芦屋市と関連のある一部事務組合の外郭団体を連結し

た財務書類です。 

連結した外郭団体は以下のとおりです。 

（一部事務組合） 阪神水道企業団，丹波少年自然の家，兵庫県後期高齢者医療広域連合 

なお，一部事務組合については，構成市町の経費の負担等割合に応じた額を連結しています。 

※連結における経費の負担等割合 

一部事務組合 構成市町 経費負担等割合 

阪神水道企業団 神戸市，尼崎市，西宮市，芦屋市，宝塚市 ３．６６％ 

丹波少年自然の家 芦屋市を含む１０市町 ５．４７％ 

兵庫県後期高齢者医療広域連合 芦屋市を含む４１市町 ２．２０％ 

連結貸借対照表のポイント 

 連結の資産合計は，３，７１７億円となり，純資産合計は一般会計等と比べて１４６億円増

加しています。また，基準日における現金預金については，８０億円となり，全体と同様に資

金不足は生じていません。 

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 352,749,847 固定負債 95,421,236

有形固定資産 339,942,480 流動負債 8,350,431

事業用資産 172,241,283 103,771,668

インフラ資産 162,106,689 【純資産の部】

物品 5,594,507 固定資産等形成分 362,439,309

無形固定資産 758,690 余剰分（不足分） △ 94,525,018

投資その他の資産 12,048,677 他団体出資等分 △ 52

流動資産 18,936,059

現金預金 7,960,035

その他 10,976,024 267,914,239

371,685,907 371,685,907

（令和３年３月３１日現在）

連結貸借対照表

負債合計

資産合計 負債及び純資産合計

純資産合計

科目 金額 科目 金額
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